
 

 

経営ニュース 

 平成２５年分所得税の青色申告決算説明会が、下記のとおり開催されます。お忘れなくご出席ください

ますようご案内いたします。 

 １ 日 時 平成２５年１２月４日（水）午後２時～ 

 ２ 場 所 黒埼市民会館 多目的ルーム 

●１２月４日（水）所得税青色申告決算説明会開催のお知らせ 

黒埼商工会広報 №２７７ 

《平成２５年１１月号》 
TEL 377-3155 FAX377-4056 

 商業部会では、お金をかけずに繁盛店に変える“黒字化経営セミナー”を下記のとおり開催します。 

 １ 日 時 平成２５年１１月２０日（水）午後５時～午後６時３０分 

 ２ 会 場 黒埼商工会館 ２階 研修室 

 ３ 講 師 ㈱アチーヴメントストラテジー社 代表取締役 経営コンサルタント 富田英太 氏  

 ４ 受講料 無料（懇親会に参加の場合は、負担金３，０００円） 

 なお、詳細及びお申込は別紙チラシをご覧ください。 

●１１月２０日（水）商業部会「経営講演会」開催について 

無料法律相談会が開催されます。この機会にお気軽にご相談下さい。なお、相談人数に限りがあります

のでお申込は電話でお早めに。 

 １ 日 時 平成２５年１２月３日（火）午前１０時～正午まで 

 ２ 会 場 黒埼商工会館  

 ３ 相談員 山田 寿 弁護士 

●１２月３日（火）無料法律相談会が開催されます。 

裏面もご覧下さい 

 黒埼商工会において、日本政策金融公庫国民生活事業の融資担当者による、個別融資相談会が

開催されます。運転資金・設備資金・季節資金などお考えの方は、お気軽にこの機会をご利用下

さい。詳細は、別紙案内をご覧下さい。 

●１１月２０日（水）金融相談会（一日公庫）のお知らせ 

●商工会費の口座振替 １２月２日（月）です 

●小規模企業基本法制定のための署名活動について（お願い） 
 現行の中小企業政策は中堅企業に焦点があてられており、小規模企業に特化した支援が着実に

実行されるよう小規模企業基本法が必要であることから、一昨年来、商工会組織として小規模基本法（仮

称）制定に向けた要望活動を行ってまいりました。 

 この結果、小規模企業政策の抜本強化に向けて、小規模企業の意義や施策の方針を明記した中小企業基

本法が成立しました。 

 また、先般、国の中小企業政策審議内に小規模企業基本施策小委員会が設置され、小規模企業振興に関

する議論が開始されたところであります。 

 小規模基本法制定に向け、積極的に地域の声を届けるために平成２５年１０月９日開催の全国会長会議

において、全国規模の署名運動を実施することが決定しました。 

 つきましては、商工会組織一丸となった取り組みですので、ご協力いただきたくお願い申し上げます。 

 １ 署名用紙 別紙のとおり 

 ２ 実施時期 平成２５年１０月１８日（金）～１２月１９日（木） 

 ３ 回収方法 郵送等によりご提出下さい。   



 

 

●新規会員のご紹介 

新潟労働基準監督署では、管内の全産業において、死亡災害、休業災害が多発している現状から「死亡災

害等多発警報」を発令し、緊急労働災害防止運動に取り組み、期間中の全産業での死亡災害ゼロ及び労働災

害撲滅を目指し、特に増加が著しい建設業を重点対象として、工事関係者の危機意識を喚起するための各種

労働災害の防止対策を推進しています。 

なお、労働災害発生状況及び重点実施事項等については、別紙チラシをご覧ください。  

●１１月２０日（水）労務セミナー開催のお知らせ 

県では、中小企業等の労務管理の改善に向け、事業主の皆様を対象に、労務トラブルの原因となる、労務

管理の誤解解消のためのセミナーを下記のとおり開催します。 

 １ 日 時 平成２５年１１月２０日（水）午後１時３０分～午後４時 

 ２ 会 場 新潟市中央区女池南３－１－２ 

       新潟県立生涯学習推進センター ２F 大研修室 

 ３ 講 師 特定社会保険労務士・経営労務コンサルタント 佐藤 正 氏 

 なお、詳細及びお申込は、別紙チラシをご覧ください。        

事業所名 代表者名 業種 所在地 

坂井製粉製麺㈲ 坂井政雄 製粉・製麺製造販売 東区山木戸２－３－９ 

パソコン・家電 サ

ポートウインズ 
大関政美 パソコン・生活家電販売 西区ときめき西３－１２－２９ 

㈱ヨシカワ 吉川昌利 塗料材販売 
西区山田２３０７－３３６ 

（西区小針南台８－１９） 

フレッシュベーカ

リー コポ 
平野 剛 パン製造販売 西区山田２６０３－３ 

労働者（アルバイト含む）を１人でも雇っている事業主は労働保険（労災保険・雇用保険）に加入しなけ

ればなりません。 

労働保険は、労災保険・雇用保険の各種給付金のほか、雇用の安定のために事業主に支給される助成金な

どの各種支援制度も設けられており、労働者はもとより事業主のためにも欠くことのできない制度です。 

まだ、労働保険の加入手続を行っていない事業主は、管轄の労働基準監督署又は公共職業安定所（ハロー

ワーク）で加入手続きをとられるようお願いします。 

ご不明な点はお気軽にお問い合わせください。 

 

問い合わせ先  

 新潟労働局労働保険徴収課（電話 ０２５－２８８－３５０２） 

  お近くの労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）  

●～備えよう、社員の万一に。労働保険～ 雇うことは、加入すること 

●商工会ホームページへの事業所情報掲載の募集について 

商工会ホームページのリニューアルに伴い、会員情報の掲載、既存会員ホームページへのリンク

を作成し、より多くの情報を外部に発信していくため事業所情報掲載の募集をいたします。 
なお、詳細は別紙をご覧ください。  

●緊急労働災害防止運動等の実施について 


